令和元年度
「シニア情報生活アドバイザー養成推進事業」募集要綱
（シニア情報生活アドバイザー研修会）
一般財団法人ニューメディア開発協会
１．事業の目的
　本事業は、現在、一般財団法人ニューメデイア開発協会（以下「当協会」という）が推進している「シニア情報生活アドバイザー制度」を加速し、パソコンやインターネット等ＩＴを通じて、高齢者の方々の生き甲斐の創出や社会参加の一層の促進を図るとともに、地域の情報化、活性化の促進を図ることを目的としたものである。
シニア情報生活アドバイザーの資格を取得し、地域に貢献することを希望される高齢者の方々のために、シニア情報生活アドバイザー養成講座（以下「養成講座」という）の受講機会を確保するためにシニア情報生活アドバイザー養成講座実施団体（以下「養成団体」という）に対して、当協会が当協会の規定に基づき養成講座開催経費の一部を負担する。
今年度は当協会単独の補助事業として、講習会の受講者が少人数でも養成講座を確実にかつタイムリーに開催出来る環境を整備し、高齢者の方々の意欲に応えるとともに本制度の更なる普及・拡大を図る。
２．事業概要
　養成団体からの要請に基づき、当協会より養成講座実施に必要な経費の一部を負担する。
　
３．事業対象
　●補助対象Ａ
（１）養成講座の開催に要する費用（会場の賃借料、講師及びアシスタントの講師料及び交通費）を対象とする。（当協会に対する登録費５，５００円／人は対象外）
（２）対象となる養成講座は受講生が最大３名までの講座とし、一団体最大５回まで補助することとする。
　
●補助対象Ｂ
　（１）「養成団体」として初めて「養成講座」を実施する際、講師を外部から招聘し旅費・宿泊費等の費用が著しく掛かると当協会が認めた場合にのみ対象とする。
　　　　ただし、最大５団体しか枠はないので申請の際は必ず当協会に事前に相談のこと
４．当協会の支払い規定について
　下記養成講座開催費には当協会に支払われる登録料（５，５００円／人（受講者）は

　含まれませんので、別途必要です。
　●補助対象Ａ　

　（１）受講者講習費合計から養成講座開催費合計を控除した額が負の場合（以下「赤字額」という）、赤字額が４５，０００円まではその赤字額、赤字額が４５，０００円以上の場合は４５，０００円を上限として事業費を支払うこととする。（金額には消費税額を含むものとする）
　

　（２）当該団体には、当協会より上記（１）の金額を講習会終了後に支払うこととする。
　●補助対象Ｂ
　（１）受講者講習費合計から要請講座開催費合計を控除した額が負の場合（以下「赤字額」という）、赤字額が６０，０００円まではその赤字額、赤字額が６０，０００円以上の場合は６０，０００円を上限として事業費を支払うこととする。（金額には消費税額を含むものとする）
　
　（２）当該団体には、当協会より上記（１）の金額を講習会終了後に支払うこととする。

　●補助対象Ａかつ補助対象Ｂに該当する場合（初めての実施で受講者３名以下の場合）
（１）受講者講習費合計から要請講座開催費合計を控除した額が負の場合（以下「赤字額」という）、赤字額が１０５，０００円まではその赤字額、赤字額が１０５，０００円以上の場合は１０５，０００円を上限として事業費を支払うこととする。（金額には消費税額を含むものとする）
（２）当該団体には、当協会より上記（１）の金額を講習会終了後に支払うこととする。

　　　
５．応募要領
（１）応募資格
　　　下記の①～⑤の全ての条件を満たすこととする。
①当協会に養成団体として登録済みの団体であること。
　　　　②受講者数が少ない等何らかの理由で開催が難しい状況にあること。
　　　　③他団体等から類似の補助を受けていないこと。他の補助事業との重複は不可。
　　　　④平成２８年度において、同一団体に対する本補助事業は５回までとする。
　（２）提出書類
　　　　①「シニア情報生活アドバイザー養成推進事業」応募申請書（様式１）…１部
　　　　②「シニア情報生活アドバイザー養成推進事業」養成講座実施届出書（様式２）　　　　　　　　…１部
③養成講座開催費用明細書（申請）（様式３）　 　　　　　　　　　　…１部
④返信封筒（結果通知用：申請者の住所、氏名を明記し８２円切手を貼付のこと）　…１通
　　　
■養成講座開催費用明細書（様式３）記載に当たっての注意事項
★会場の賃借料に関しては、貸し主との間であらかじめ賃貸に関する契約書や覚書を取り交わし、それに基づく金額を計上する。
★講師へ支払う講師料、交通費は、当該養成団体の定める規則に従うこととし、実施団体は講師との間で講師を務めることに関する覚書を取り交わし、それに基づく金額を計上する。なお、交通費は原則公共機関の交通手段によることとする。

　（３）申し込み期限
　　　　原則として養成講座開始日の１０日前までに前項５．（２）項に定める書類一式を添えて申請すること。
　（４）申請に当たっての注意事項
①当協会への提出は、郵送または宅配便にて行うこと。電話、ＦＡＸ、電子メールでの申請は不可とする。
　　　　②封筒には「アドバイザー養成推進事業応募申請書在中」と明記すること。
６．公募期間
令和元年５月１日から令和２年３月２７日までの養成講座実施分とする。但し、予定対象数：補助対象Ａについては最大３０回、補助対象Ｂについては５回をそれぞれ超えた時点で本事業の募集は終了とする。
７．採択の審査について
　（１）当協会のシニア情報生活アドバイザー事務局（以下「アドバイザー事務局」という）が申請書類の内容を審査し、採択及び金額を随時決定する。
　　　　なお、必要に応じ、ヒアリングや詳細説明書の提出を求める場合がある。
　（２）審査結果は原則、受付後１週間以内に文書にて通知することとする。
（３）提出された資料等は審査結果にかかわらず返却しない。
８．採択後について
　（１）事業実施等
　　　①採択された団体は、当該の養成講座を必ず計画通り実施し、所定の成果を出すこと。なお、完了までの間、実施内容に変更が生じた場合は、その旨速やかに、アドバイザー事務局まで報告すること。状況により応募資格を失する場合には、採択を取り消すことがある。
　　　②当該養成講座実施に当たり、当該養成講座が当協会の補助事業である旨の表示を必ず行って実施すること。かかる表示に当たっては、後述の「（別紙１）「補助事業表示実施要領」に明記してあるので、必ず参照のこと。補助事業の精算時には、この件に関する実施報告書の提出が必要。
（２）補助対象事業費の支払い等
　　　①採択された団体は、当該養成講座終了後、原則２週間以内に精算手続きを行うこと。精算に当たっては精算用資料一式をアドバイザー事務局に提出する。なお、最終提出期日は令和２年３月２７日必着とする。
　　　　　精算用資料一式（ａ～ｇ）は下記の通りです。全て揃っていないと精算できません。漏れのないよう注意すること。
　　ａ．補助対象事業費請求書（様式７）（宛先は「一般財団法人ニューメディア開発協会理事長名」とし、請求者は当該養成講座の実施団体の責任者名で提出し、振込先口座、法人番号(*1)も明記。…１部。正を提出することとしコピー不可。        
　　ｂ．養成講座完了報告書（様式４）…１部。正を提出することとしコピー不可。（実施団体責任者名で提出）
　　ｃ．養成講座実施報告書（様式５）…１部　（実施団体責任者名で提出）
ｄ．養成講座開催費用明細書（精算）（様式３）…１部。正を提出することとしコピー不可。
ｅ．精算用証明書一式…各１部。コピーで可
・会場及び機材の賃貸料関係
1 賃貸契約書またはそれに類する覚書等とそれに基づく貸主の領収書等。
2 当該団体が団体事務所等に借用している場を講習会場に使用する場合は、その賃貸契約書。ただしこの場合、年度内に一回提出すれば、年度内は提出不要。
・講師料・交通費関係
1 当該団体と講師との間で講師委託に関して締結した覚書（当該団体と講師間で講師期間・担当講義及びその時間数・講師料・交通費等を取り決めたもの）、講師料・交通費の支払いを定めた当該団体の規程等。
2 講師料については、当該団体宛の講師、アシスタント講師それぞれからのその金額の領収書を添付。様式は自由とする。
3 交通費は様式３の明細書（精算）の摘要欄に講師ごとに経路（利用は公共交通機関とし、その交通機関名等も記載）と料金を明記し、出来るだけ駅前探検倶楽部、ｙａｈｏｏ路線情報等による検索情報、バス会社料金表等料金の証明できるものを添付のこと。
　　　　　　　　　　
　　ｆ．補助事業表示実施報告書…１部（別紙１「補助事業表示実施要綱」参照のこと）
②採択された養成団体が不正な請求等をした場合、当協会は採択を取消し、当協会は所要経費を支払わないこととし、当該団体に対し費用の支払いがなされている場合は、当該費用を当協会に返還すること。
③採択された養成団体は、提出した全ての精算用資料一式の原本を当該養成講座の終了した当該年度から５年間保存すること。
④当該事業終了年度から５年の間に当協会が経理審査等のため必要に応じて直接検査に立ち入る場合があるので、これに応ずること。
　
    注（＊１）
　　　マイナンバー制度の施行に伴い請求書には振込先等のほか、法人番号を記入すること。法人番号を取得していない団体については、団体の代表者の振込先に源泉徴収（１０，２１％）を控除した金額を払い込むものとする。
10．応募等に関する問い合わせ先及び提出先
　　〒１０３－００２４　東京都中央区日本橋小舟町３番２号リベラビル
　　一般財団法人ニューメディア開発協会　企画・シニアネット推進グループ（シニア情報生活アドバイザー事務局）
　　部長　川村健三（電話：03-6892-5034、FAX：03-6892-5029、Mail：kawamura@nmda.or.jp）
　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
